
新
庁
舎
施
設
整
備
等
審

議
会
条
例

に

つ
い
て

新
庁
舎
施
設
整
備
、
支

所
庁
合
の
あ
り
方
及
び
支

所
に
必
要
な
機
能
等
に
関

す

る
事
項
を
調
査
、
審
議

す

る
こ
と

に
伴

い
、
嘉
麻

市
新
庁
舎
施
設
整
備
等
審

議
会
を
設
置
す
る
も
の
で

す
。

○
所
掌
事
務

①

新
庁
舎
建
設
基
本
計
画

（案
）
に
関
す
る
こ
と
。

②

支
所
庁
合
の
あ
り
方
及

び
支
所
に
必
要
な
機
能

に
関
す
る
こ
と
。

③

そ
の
他
新
庁
舎
施
設
整

備
等

に
関
し
、
市
長

が

特
に
必
要
と
認
め
る
事

項
に
関
す
る
こ
と
。

○
組
織

‐２
人
以
内
で
組
織

①

学
識
経
験
者

１
人
以
内

②

公
共
的
団
体
等
が
推
薦

す
る
者
　
　
　
９
人
以
内

③

市
民
か
ら
の
公
募
に
よ

る
者
　
　
　
　
２
人
以
内

新
庁
合

に
関
す

る
調
査

特
別

委

員

会

塞
峨
長

を

除

く

議

員

全

員

に
よ

り

構

成
）
に
お

い
て
慎

重

に
審

査
を
行

い
ま
し
た
。

審

査

に
当

た

っ
て
、
執

行

部

よ

り
、
庁

舎

建

設

の
必

要
性
、
建

設

の
時

期

や
事

業

費

の
ほ
か
、
１
月

に
実

施
し
た

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

の
結
果
速
報
等

に

つ
い
て

詳
細

に
説
明
が
な
さ
れ
ま

し
た
。

庁
舎
建
設
の
必
要
性
に

つ
い
て

単

に
新
し

い
庁
舎
を
建

設
す

る
こ
と
や
職
員
を
削

減
す

る
こ
と
自
体
が
目
的

で
は
な

く
、
交

付

税

優

遇

措
置

の
段
階
的
収
束

に
よ

る
収

入

の
減

少
、
少

子
高

齢
化

・
人

口
減
少

に
よ
る

税
収
減
等

の
嘉
麻
市
を
取

り
巻
く
厳
し

い
現
状
を
認

識
し
、
「嘉
麻
市
が
将
来

に

わ
た
り
住
民
サ
ー
ビ

ス
を

維
持

で
き
る
基
礎
的
な
自

治
体
と
し
て
あ
り
続
け
る

こ
と
が

で
き

る
体

制

（施

設
、
組

織
、
財

政

等
）
づ

く

り
」
が
最
大

の
目
的
で
す
。

庁
舎
老
朽
化
…

庁
舎

の
老

朽
化
は
着
実

に
進
行
し

て
お

り
、
本

庁

合

の
整

備

を

行

わ

ず

に
、
旧

耐

震
基
準

で
あ

る
現
行

の

４

つ
の
庁
舎
を
存
続
さ

せ

る

こ
と

に
な

る
と
、

順
次

４

つ
の
庁
舎
を
建

て
替

え

し
、
管

理

し
続

け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

分
庁
解
消
…

市

の

一
体
感

の
醸
成

や
簡
素

で
効
率

的
な
組
織
構
築

の
阻
害

に
な

っ
て
お

り
、
住

民

サ
ー
ビ

ス
や
業
務
効
率

の
向

上

の
た

め
、
全

業

務
が
集
約

で
き
る
規
模

の
庁
合
が
必
要
で
す
。

行
財
政
改
革
…

大
学
教
授
、

商

工
会

議

所
、
行

政

区

長
、
Ｐ

Ｔ

Ａ

連

合

会
、

公
募
委
員
等

か
ら
成

る

嘉
麻
市
行
政
改
革
推
進

審
議
会

の
答
申

に
お

い

て
、
様

々
な

行

財

政

改

革

の
実
施
を
妨
げ

て
い

る
庁
舎
問
題

に

つ
い
てだ

一
年

で
も
早
く
庁
舎
建

設

を

行

い
、
市

税

や
普

通
交
付
税
等

の
減
少
が

予

想

さ

れ

る
中
、
職

員

数

の
適

正
化
、
人

件

費

の
抑
制
を
図
る
よ
う
指

摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

庁
舎
建
設
の
時
期
、
事
業

費
、
返
済
計
画
に
つ
い
て

合
併
特
例
債

は
、
平
成

３２
年
度
ま
で
し
か
活
用
で

き
ま
せ
ん
。

庁
舎
整
備

に
は
、
〈
口
併

特
例
債
が
活
用

で
き
、
経

費
の
３
分
の
２
に
国
の
財

政
援

助
措
置

が
あ

る
た

め
、
市

の
負
担
額
は
３
分

の
１
で
す
。
ま
た
、
庁
舎
整

備
に
関
す
る
国
の
財
政
援

助
措
置
は
合
併
特
例
債
し

か
あ
り
ま
せ
ん
。

仮

に
事
業
費
を
４０
億
円
、

利
息
３
億
円

（
２０
年

で
償

還
）
、
総
額
４３
億
円
と
し
て

計
算
す

る
と
、
市

の
実
質

的
な
負
担
金
額
は
、
１４
億

３
千
万
円
、
国

の
財
政
援

助
措
置

（交
付
税
）
は
２８
億

７
千
万
円
と
な
り
ま
す
。

市
の
実
質
的
な
負
担
額

の
財
源
と
し

て
は
、
現
在

の
４
庁
合
の
維
持
管
理
経

費
削
減
効
果
額
や
職
員
人

件
費
削
減
効
果
額
を
予
定

し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
ラ」
れ

ら

の
削
減
効
果
額
は
、
各

年
の
返
済
金
額
を
大
き
く

超
過
し
、
人
フ
後
予
想
さ
れ

る
収
入
不
足
を
補
う
重
要

な
財
源
と
な
り
ま
す
。

職
員
３
５
０
人
体
制
を

想
定
し
て
い
る
平
成
３９
年

度
以
降
は
、
毎
年

７
億
円

を
超
え
る
削
減
効
果
額
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。

※
次
ぺ
―
ジ
に
市
の
財
政

負
担
の
イ
メ
ー
ジ
記
載

サッシの窓枠が曲がつている

区  分 建築年 経過年数
平成32年度木
償却残余年数

碓井庁舎 S56年 33年 H年

山田庁舎 S49年 40年 4年

嘉穂庁舎 S46年 43年 1年

稲築庁舎 S26年 63年 19年経過
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今
後
の
主
な
取
り
組
み

庁
舎
問
題

に
関

し
、①

情
報
共
有

・
説
明
責
任
②

行
政
改
革
の
実
施

③
地
域

活
性
化
④
安
心

・
安
全
な

施
設
の
４
つ
を
主
要
な
課

題
と
と
ら
え
、
一
つ
ひ
と

つ
丁
寧
に
取
り
組
ん
で
い

き
ま
す
。

具
体
的

に
は
、
本
年

１

月
実
施

の
ア
ン
ケ
ー
ト
結

果
を

参

考

に
、
説

明
会

等

に
よ

る
情

報

提

供

を

行

い
、
ま
た
、
〈
フ
後

の
施
設
整

備
等

に
つ
い
て
は
審
議
会

を
設
置
し
検
討
し
て
い
く

予
定
で
す
。

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
抜
粋

反
対
討
論

○

職
員
３
５
０
人
体
制
が

市
民
生
活
に
ど
う
い
っ
た

影
響
を
及
ぼ
す
か
を
示
す

べ
き
だ
。

庁
合
建
設
が
さ
れ
な

い

地
域
の
振
興
策
が
全
く
示

さ
れ
て
い
な
い
。

建
設
予
定
地
が
今
ハ
ザ
ー

ド
マ
ッ
プ
上
で
水
害
地
域

に
指
定
さ
れ
て
い
る
。

市
民
説
明
会
あ
る
い
は

市
民
の
合
意
形
成
が
な
さ

れ

て
お
ら
ず
、
庁
舎
を
建

て
る
前
提
の
審
議
会
そ
の

も

の
を
、
〈
フ
の
時
点

で
は

設
置
す
べ
き
で
な
い
。

○

庁
舎
建
設
を
議
論
す
る

よ
り
、
ど
う

や

っ
て
若
者

を
定
住
さ
せ
て
い
く

か
、

嘉
麻
市
を
ど
う
存
続
さ
せ

る
か
と
い
う
こ
と
の
方
が

先
だ
。

○

安
易
な
合
併
特
例
債
の

利
用
は
、
将
来
、
子
供
た
ち

に
負
債
を
残
す
。
ま
た
、
市

民
間
で
争

い
が
生
じ
て
い

る
と

い
う

の
が
現
状
だ
。

お
金
は
か
か
る
が
、
住
民
投

票
を
す
る
の
が

一
番
良

い
。

賛
成
討
論

○

市

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

お

い
て
も
数
多
く

の
庁
舎

問
題

の
関
連

の
情
報
が
丁

寧

に
掲

載

さ
れ

て
お

り
、

市
民

に
対
し
て
迅
速
か

つ

正
確
な
情
報
提
供
が
積
極

的

に
行
わ
れ
て
い
る
。

審

議

会

に
お

い
て
、
正

確

な

情

報

提

供

し

な

が

ら
、
市

民

と

の
協

働

に
よ

り
、
新

庁

合

の
建

設
基

本

計
画
及
び
支
所
庁
合

の
あ

り
方
等

に

つ
い
て
も
協
議

を
行

い
、
△
里
思
形
成

を
行

い
な

が
ら
、
庁

舎

建

設

を

進
め
て
も
ら

い
た

い
。

慎
重

に
審
議
を
行

っ
た

結

果
、
賛

成

多
数

で
可

決

し
ま
し
た
。

※
２７
年
度

一
般
会
計
予
算

に
庁
舎
対
策
事
業
費
２
４

８
３
万
８
千
円
が
計
上
さ

れ

て
お

り
、
同

予
算

を

削

減
す
る
修
正
案
が
提
出
さ

れ
ま

し
た

が
、
賛

成

少

数

で
否
決

さ
れ
、
原
案

可
決

と
な
り
ま
し
た
。

国市負担金 □借入金 (合併特例債)□ 返済利息 (20年 )

本庁舎の位置を変更する

条例に対する認知度

新庁舎が建設される際の

適切な建設時期

籠星
答g″効

「

|

急がないでよい
512 34%

32年度までに
587 39%

一獲
囲
獲
一

綱   繹業費f品「野×95" 3
億円

実質負担額
｀

14億3千万円

※合併特例債では、借入金 (事業費の

95%と 返済利息の合計)41億 円の
70%について交付税として国から
手当されます。

●
２

●
i円  12.3億円
(41億円X30%)

28,7億円
(41億円×70%)

□市負担金 □市負担金 (特例債の30%)□ 国の交付税措置

年度
返済金額

(A)

維持管理費

肖1減効果額

(B)

人件費

削減効果額

(C)

削減効果

残額

((B+C)― A)

年度 200百 万円 290百 万円 90百万円

32年度 62百 万円 37百 万円 365百 万円 340百 万円

33年度 62百 万円 37百 万円 464百 万円 439百 万円

34年度 62百 万円 37百 万円 518百 万円 493百 万円

35年度 62百 万円 37百 万円 554百 万円 529百万円

36年度 62百 万円 37百 万円 617百 万円 592百万円

37年度 62百 万円 37百 万円 662百 万円 637百万円

38年度 62百 万円 37百 万円 689百 万円 664百 万円

39年度 62百 万円 37百 万円 734百 万円 709百万円

S S S S S

51年度 62百 万円 37百 万円 734百 万円 709百万円

計
1,430百 万円

返済金額完済
740百 万円 13,701百 万円 13,011百 万円

52年度

以降

毎年 37百万円

の削減効果継続

毎年734百万円

の削減効果継続

毎年771百万円

の削減効果継続

無回答・無効

議会だよりかまし(36号 )


	no36.all_Part4
	no36.all_Part5

